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豊川浄化センターの汚泥処理施設のＰＦＩ事業者について 

事業契約を締結しました 

 

 

 

・ 事業者提案となるバイオガス利活用の方法は、固定価格買取制度

（ＦＩＴ）を利用したバイオガス発電による売電で、事業期間全体

で約２２．８億円の収入を予定しています。このうち１７．６億円

を、事業費に充当することで、費用削減を行っています。 

・ 事業者の売電収入を、県と事業者で利益を分配するプロフィット

シェア方式を採用しましたので、売電収入の増加に伴い県への配分

も増加します。 

・ ＰＦＩの導入による県の財政負担縮減額は約２．７億円となり、

財政負担縮減率は約４．３％となります。 

 

 

１ 事業の名称 

豊川浄化センター汚泥処理施設等整備・運営事業 

 

２ 事業実施場所 

豊川浄化センター 

○ 流域下水道終末処理場の豊川浄化センターにおいて下水汚泥のエネルギー

利用を行うＰＦＩ事業について、平成２６年１２月２２日に事業契約を締結し

ました。 

○ 既存の汚泥処理施設の改築とバイオマス利活用施設の新設及び２０年間 

の運営・維持管理を行う事業です。 

○ 汚泥処理費の低減と温室効果ガス排出量の削減を目的としています。 

○ 契約者は、愛知クリーンエナジー株式会社です。 

平成２６年１２月２２日（月） 
愛知県建設部下水道課 
計画調整グループ 

担当 鈴木・山本 内線2682・2687
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052－954－6531 

【事業の特徴】 
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３ 契約者 

愛知クリーンエナジー株式会社 

この法人は、平成２６年１０月１４日に公表しました本事業の落札者

であるメタウォーターグループが、本事業を運営するために平成２６年

１０月３１日に設立した特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）です。

※ ＳＰＣについて 

ＳＰＣは落札者メタウォーターグループのうち、代表企業１社（メ

タウォーター株式会社）、構成企業２社（メタウォーターサービス株

式会社、株式会社シーエナジー）が株主となり設立しました。 
当該ＰＦＩ事業以外の事業の不振が原因で、当該ＰＦＩ事業のサ

ービスが低下したり、事業が中断したりすることを避けるために、

ＳＰＣの設立を義務付けています。 

ＰＦＩ事業を実施するためのＳＰＣですので、当該ＰＦＩ事業以

外の事業を実施することができないことを会社定款に定めています。 

 
愛知クリーンエナジー株式会社 

住所 名古屋市瑞穂区須田町２番５６号 

代表取締役 渡邉 博澄 

資本金 ５０００万円 

株主 

メタウォーター株式会社 

メタウォーターサービス株式会社 

株式会社シーエナジー 

 

 

４ 契約額 

金７，８８５，４０８，０８９円 

 

５ 契約期間 

平成２６年１２月２２日から平成４８年３月３１日まで 

 

６ 「事業契約書」の公表 

下水道課ウェブページ上で公表します。 

ホームページアドレス 

愛知県建設部下水道課ウェブページ 

http://www.pref.aichi.jp/gesuido/ 
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（参考） 

施設フロー図 

 

 


